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本物質は、第 6 次とりまとめにおいて生態リスク初期評価結果を公表した。今回、健康リス

ク初期評価の実施に併せて、改めて生態リスクについても初期評価を行った。 

 

１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

1) アンチモン 

物質名： アンチモン 
CAS 番号：7440-36-0 
化審法官報公示整理番号： 
化管法政令番号：1-31(アンチモン及びその化合物) 
RTECS 番号：CC4025000 

元素記号：Sb 

原子量：121.76 
換算係数：1 ppm = 4.98 mg/m3 (気体、25℃) 

 
 

No. 物質名 CAS No. 
化審法官報 
公示整理番号 

RTECS 
番号 

分子量 化学式 

2) 
アンチモン酸ナ

トリウム(Ｖ) 
15432-85-6 

1-506 
(アンチモン酸ナト

リウム) 
― 192.75 NaSbO3 

3) 
三塩化アンチモ

ン(Ⅲ) 
10025-91-9 

1-256 
(塩化アンチモン) 

CC4900000 228.12 SbCl3 

4) 
五塩化アンチモ

ン(Ｖ) 
7647-18-9 

1-256 
(塩化アンチモン) 

CC5075000 299.03 SbCl5 

5) 
酒石酸アンチモ

ンカリウム(Ⅲ) 
11071-15-1 2-2953 CC7350000 613.83 C8H4K2O12Sb2 

6) 
酒石酸アンチモ

ンナトリウム

(Ⅲ) 
34521-09-0 2-2954 CC8050000 581.61 C8H4Na2O12Sb2

7) 
三酸化二アンチ

モン(Ⅲ) 
1309-64-4 

1-543 
(酸化アンチモン) 

CC5650000 291.52 Sb2O3 

8) 
五酸化二アンチ

モン(Ｖ) 
1314-60-9 

1-543 
(酸化アンチモン) 

CC6300000 323.52 Sb2O5 

9) 
水素化アンチモ

ン(-Ⅲ) 
7803-52-3 ― WJ0700000 124.78 H3Sb 

10) 
三フッ化アンチ

モン(Ⅲ) 
7783-56-4 

1-341 
(フッ化アンチモン)

CC5150000 178.76 SbF3 

11) 
五フッ化アンチ

モン(Ⅴ) 
7783-70-2 

1-341 
(フッ化アンチモン)

CC5800000 216.75 SbF5 

12) 
ヘキサヒドロキ

ソアンチモン酸

カリウム(Ｖ) 
12208-13-8 

1-458 
(アンチモン酸カリ

ウム) 
― 262.90 H6KO6Sb 

［1］アンチモン及びその化合物 
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No. 物質名 CAS No. 
化審法官報 
公示整理番号 

RTECS 
番号 

分子量 化学式 

13) 
ヘキサヒドロキ

ソアンチモン酸

ナトリウム(Ｖ) 
33908-66-6 

1-506 
(アンチモン酸ナト

リウム) 
― 246.79 H6NaO6Sb 

14) 
三硫化二アンチ

モン(Ⅲ) 
1345-04-6 

1-567 
(三硫化アンチモン)

CC9450000 339.72 Sb2S3 

（注）物質名に併記したローマ数字は、酸化数を示す。 

 

（2）物理化学的性状 

本物質の性状は以下の通りである。 
No. 化学式 性状 
1) Sb 常温で光沢のある銀白色の硬くてもろい金属である1) 。 
2) NaSbO3 常温で無臭の白色粉末である2) 。 
3) SbCl3 常温で白色～黄色の結晶である3) 。 
4) SbCl5 常温では無色ないし淡黄色の液体である4) 。 
5) C8H4K2O12Sb2 透明な結晶である10) 。 
6) C8H4Na2O12Sb2 無色の美しい光沢のある結晶である11) 。 
7) Sb2O3 常温で白色の固体である1) 。 
8) Sb2O5 常温で無臭の白色粉末である4) 。 
9) H3Sb 無色の気体である7) 。 
10) SbF3 無色、斜方晶系結晶で潮解性がある11) 。 
11) SbF5 無色油状の液体である11) 。 
12) H6KO6Sb 無色のもろい結晶である11) 。 
13) H6NaO6Sb 常温で白色の固体である5) 。 

14) Sb2S3 
黒灰色で金属光沢をもつ斜方晶系晶（安定型）7)、赤橙色の無定形沈殿（不

安定型）7)、常温で無臭の灰色～黒色の固体である6) 。 

 
No. 化学式 融点 沸点 密度 

1) Sb 
630.628℃12)、630℃13)、

630.7℃14)、 
>600℃(1.01×105 Pa)8) 

1,587℃(760 
mmHg)12) 、1,587℃14)、

1,635℃13) , 14)、1,440℃ 

13), 14)、>600℃(758 
mmHg) 8) 

6.68 g/cm3 12) , 13)、6.697 
g/cm3 14)、 
7.05 (21.8℃) 8) 

2) NaSbO3 >600℃(1×105 Pa) 2) >600℃(750 mmHg) 2) 4.75 (23.5℃) 2) 

3) SbCl3 
73.4℃12) , 14)、73℃13)、72
～78℃3) 

220.3℃(760 mmHg)12)、

220.3℃14)、223.5℃13) 
3.14 g/cm3 12) , 14)、3.15 
(22.5℃) 3) 

4) SbCl5 4℃12)、3.5℃13)、3.2℃14) 140℃(760 mmHg) (分
解) 12)  

2.34 g/cm3 12) , 14) 

5) C8H4K2O12Sb2 >235℃(分解して着色) 11)  2.607 g/cm3 (常温)11) 
6) C8H4Na2O12Sb2    

7) Sb2O3 
655℃13)、656℃14)、

>400℃ (約 1atm) 15) 
1,425℃13) , 14)、 

1,550℃ (昇華) 14) 
5.67 g/cm3 14)、5.9 (24℃) 

15) 

8) Sb2O5 
分解する12) , 14)、 
>600℃4) 

>600℃4) 3.78 g/cm3 12) , 14)、 
4.29 (21.7℃) 4) 

9) H3Sb 
-88℃12) ,13) , 14) -17℃ (760 mmHg)12)、

-18.4℃13) 、-17℃14) 
蒸気密度：4.344 (空気

=1) (15℃) 14) 
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No. 化学式 融点 沸点 密度 

10) SbF3 287℃12)、292℃13) , 14) 
376℃ (760 mmHg)12)、

376℃13)、319℃14) 
4.38 g/cm3 12)、 
4.379 g/cm3 14) 

11) SbF5 8.3℃12)、8.3℃13) , 14) 
141℃ (760 mmHg)12)、

141℃ 13) , 14) 

3.10 g/cm3 12) , 14) 

12) H6KO6Sb    
13) H6NaO6Sb >600℃5) >600℃5) 3.27 (21.4℃)5) 

14) Sb2S3 
550℃12)、550℃13) ,14)、

655℃16)、506℃ (750～
760 mmHg) 6) 

～1,150℃14)、>600℃6)、

1,550℃16) 
4.562 g/cm3 12) , 14)、4.73 
(21.5℃) 6) 

 
No. 化学式 蒸気圧 log Kow 解離定数 
1) Sb    
2) NaSbO3    
3) SbCl3    
4) SbCl5    
5) C8H4K2O12Sb2    
6) C8H4Na2O12Sb2    
7) Sb2O3    
8) Sb2O5    
9) H3Sb    
10) SbF3    
11) SbF5    
12) H6KO6Sb    
13) H6NaO6Sb    
14) Sb2S3    

 
No. 化学式 水溶性(水溶解度) 
1) Sb 18.2±1.1 mg/L (pH=4.6) 8) 
2) NaSbO3 247±76 mg/L (20℃、pH=6) 2) 
3) SbCl3 加水分解し、大量の白色沈殿物を生成する3) 。 

4) SbCl5 
少量の水により一水和物、四水和物を生成し、多量の水により加水分解し

て五酸化二アンチモンを生成する13) 。 
5) C8H4K2O12Sb2 5.3×105 mg/1,000 g (8.7℃) 11)、1.78×105 mg/1,000 g (50℃) 11) 
6) C8H4Na2O12Sb2  

7) Sb2O3 

19.7 mg/L (20℃、pH=5) 15)、25.6 mg/L (20℃、pH=7) 15)、28.7 mg/L (20℃、pH=9) 
15)、0.12 mg/L (17.8℃、pH=7.8～8.08) 15)、2.76 mg/L (22.2℃、pH=約 8.1) 15)、

約 2.9 mg/L (22℃、pH=約 8) 15)、約 2.7 mg/L (22℃、pH=約 7) 15)、約 2.6 mg/L 
(22℃、pH=約 6) 15) 

8) Sb2O5 3×103 mg/1,000g (20℃) 12)、453±11 mg/L (20±1℃、pH=3) 4) 
9) H3Sb 4.1×103 mg/L (0℃)17) 

10) SbF3 
4.92×106mg/1,000 g (25℃) 12)、4.43×106mg/1,000 g (20℃) 13)、 
4.924×106mg/1,000 g (25℃) 14) 

11) SbF5  

12) H6KO6Sb 2.82×104 mg/1,000g (20℃) 11) 
13) H6NaO6Sb 300 mg/1,000g 9)、594±26 mg/L (pH=約 6.6) 5) 
14) Sb2S3 944 µg/L (pH=約 6.1) 6)、43.5±2.5 mg/L (pH=約 5.2) 6) 
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（3）環境運命に関する基礎的事項 

ヘキサヒドロキソアンチモン(Ⅴ)酸ナトリウムの分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性・生物濃縮性（難分解性であるが高濃縮性ではないと判断される物質18)） 

生物濃縮係数 (BCF)： 

0.84（試験生物：コイ、試験期間：4 週間、試験濃度：200 µg/L）19) 

< 5.6（試験生物：コイ、試験期間：4 週間、試験濃度：20µg/L）19) 

①大気 

大気中に排出されたアンチモン化合物は、それ自身が粒子状物質を生成するか、他の粒子

状物質に吸着した形で存在するとされ、風により拡散され、重力沈降、乾性沈着及び湿性沈

着により大気から除去される20)。粒径が 5 μm 以上の粒子の半減期は数時間とされている20)。 

アンチモン化合物は、燃焼や焼却により三酸化二アンチモンとして排出され、大気中では

3 価から 5 価になる傾向がある21) 。 

②水域 

土壌の風化作用や人為由来により環境水に排出されたアンチモン化合物は、河川により運

搬され、河口域のような堆積作用が高いところで沈降するとされている20) 。アンチモン化合

物は底質に強く吸着され易く、鉄やマンガン、アルミニウム水酸化物と会合しているとされ

ている20) 。水域におけるアンチモンの挙動は解明されていないが、淡水域及び海域において

溶存態のうち大部分が 5 価で存在しており Sb(OH)6
-が主要な成分とされている20) 。好気的条

件下で数パーセント、嫌気的条件下で大部分のアンチモン化合物が Sb(OH)3 の様な 3 価の状

態で存在しているとされている20) 。また、推定よりも高い濃度の 3 価アンチモンが、好気的

条件下で検出されている21) 。 

嫌気的条件下では 3 価のアンチモンのチオ体も存在しているとされている20)。嫌気的な底

質においてアンチモン化合物は微生物により還元又はメチル化され、揮発性を有するメチル

化されたアンチモン化合物が生成される20)。生成されたものは溶解性を有すると共に、速や

かに酸化される20) 。 

モノ又はジメチル化アンチモン酸は海域及び河口域に存在するとされており、バルト海に

おける調査では水相における溶存アンチモン化合物の 10%を占めていたとされている。アン

チモン化合物は水生生物中において生物濃縮しないとされている20) 。 

水域に排出されたアンチモン塩は酸化物もしくはアンチモン酸塩の形態をとるとされ、主

要な成分は Sb(OH)6
-又は Sb(OH)5 とされている。典型的な環境水の酸化還元電位幅において

酸化物は安定であり、環境水中で一般的に見られる濃度域では十分に溶解した状態で存在す

る。還元環境下では、Sb(OH)3や Sb(OH)4
-、Sb2S4

4-のような 3 価の種が主要な成分とされてい

る20) 。 

多摩川水系における河川水中のアンチモンは、5 価が 99%以上を占め、3 価は検出限界以

下が多かったという報告がある22) 。 

アンチモンの形態別安定性は、3価のアンチモンを 20℃、4℃で 7日間保存したサンプルで

は、それぞれ約 15 %、約 3 %が 5 価に形態変化したという報告がある23) 。また、EDTA を添

加すると室温放置 7 日後には約 3.5 %が 5 価に形態変化し、EDTA が形態変化の抑制効果があ
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るという報告がある23) 。 

アンチモンの休廃止鉱山が存在した地域の周辺では、底質中の 3 価／5 価のアンチモン比

は 5 価アンチモンが 60～84%、河川水と底質の分配係数（Kd）は 8.8×102～9.0×103 L/kg、

河川水中アンチモンの溶存態と懸濁態の分配係数（Kd）は 34～1.0×103 L/kg の報告がある24) 。 

③陸域 

アンチモン化合物の土壌中における吸着性や移動性を作用するものとして、土壌の性質、

沈着した際のアンチモン化合物の形態、pH が挙げられる。いくつかの洗脱試験において、

アンチモン化合物は大部分の土壌及び底質に強く吸着されるとされている。試験時間を延ば

すとより移動性が減少するとされている。汚染土壌の土壌表面がより濃度が高い点からもア

ンチモンの移動性が欠けていることが分かる。土壌に吸着したアンチモン化合物の濃度は鉄、

マンガン、アルミニウム濃度と相関があるが有機炭素とは相関が無いとされている。pH が

高い又は低い場合、洗脱が著しいとされている20) 。 

土壌中でのアンチモン化合物の形態及び形態の変化に関する情報は少ない20)。風化の際、

硫化物が酸化物に変化するとされている20) 。 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量等 

アンチモンのマテリアルフローを図 1 に示す25)。 

 
素材原料

アンチモン鉱石 塊・粉（金属アンチモン）

輸入量 6,540 t

輸出量 325 t

酸化アンチモン
（ほぼ三酸化アンチモン）

国内生産量 4,942 t

輸入量 4,162 t

輸出量 1,474 t

高純度三酸化アンチモン

国内生産量 ―  t

輸入量 ―  t

輸出量 ―  t

※原料の三酸化アンチモン
輸入量は33t

製品・主要用途

難燃助剤（アンチモン）

需要量 3,537 t

PET重合触媒

需要量 ―

ブレーキ摩擦材

三酸化需要量 ―

三硫化需要量 ―

顔料

需要量 184 t

電子部品材料

需要量 ―

ガラス

需要量 18 t

火薬

需要量 ―

鉛蓄電池

需要量 235 t

特殊鋼

需要量 259 t

硬鉛鋳物

需要量 11 t

その他

需要量 59 t

自動車 家電
建築関連

繊維、
成形材料

自動車

各種顔料
（耐候剤）等

バリスタ・コン
デンサ等

光学ガラス等

花火

鉛蓄電池

化学装置等

ハンダ等

三硫化アンチモン

輸入量 321 t

輸出量 ―

※全量輸入、国内で粒度調整鉛、銅鉱石製錬副産物

※ 「金属アンチモン地金」の
国内生産量にカウントされていない

アンチモン合金

金属アンチモン地金

国内生産量 94 t

使用済み
蓄電池

直接の輸出入なし 国内生産あり 輸出入のみ
製造フロー

（国内製造あり）
製造フロー

（国内製造なし）
リサイクルのフ
ロー

※ 最終製品での需要量は需要の大きい三酸化・三硫化・金属アンチモンのみのもので、酢酸・五酸化・三塩化・
五塩化アンチモンは含まれていない。

※三硫化アンチモンを除き、製品の需要量＝国内で生産又は国内に輸入された素材の需要量であり、製品の輸出入量は
考慮していない。

※純分換算率：三酸化アンチモン82.5％、三硫化アンチモン71.0％  
図 1 アンチモンのマテリアルフロー(2014) 
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アンチモン化合物の化審法に基づき公表された一般化学物質としての製造・輸入数量の推

移を表 1.1 に示す26) 。 

 

表 1.1 製造・輸入数量（t）の推移 

平成（年度） 22 23 24 25 26 

塩化アンチモン X 1,000 未満 X X X 

酒石酸アンチモンカリウム ―c) X X X X 

酒石酸アンチモンナトリウム X X X X X 

フッ化アンチモン ―c) ―c) X ―c) ―c) 

アンチモン酸ナトリウム 1,000 未満 1,000 未満 1,000 未満 1,000 未満 1,000 未満

酸化アンチモン 20,000 20,000 10,000 10,000 8,000 

三硫化二アンチモン X 1,000 未満 1,000 未満 1,000 未満 X 
注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

      b) 「X」は届出事業者が 2 社以下のため、製造・輸入数量は公表されていない。 
         c) 公表されていない。 

 

アンチモン及びその化合物の OECD に報告している生産量は、三酸化二アンチモンとして

1,000～10,000t 未満である。 

五酸化二アンチモン、三酸化二アンチモン、アンチモン酸ソーダの生産量の推移を表 1.2

に示す28) 。 

 

表 1.2 生産量（t）の推移 

平成(年) 17 18 19 20 21 

酒石酸アンチモンカリウム

(3 水和物) 100 a) 100 a) 100 a) 100 a) 100 a) 

五酸化二アンチモン 約 300 約 300 約 300 約 300 約 300 

三酸化二アンチモン 7,792 7,778 7,939 6,934 4,764 

アンチモン酸ソーダ 約 150 約 150 約 150 約 150 約 150 

平成(年) 22 23 24 25 26 

酒石酸アンチモンカリウム

(3 水和物) 100 a) 100 a) 100 a) 100 a) 100 a) 

五酸化二アンチモン 約 300 約 300 約 300 約 300 約 300 

三酸化二アンチモン 6,846 ― b) ― b) ― b) 5,990 

アンチモン酸ソーダ 約 350 約 350 約 350 約 350 約 350 
注：a) 推定値 
  b) 公表されていない。 

   

② 輸入量 

アンチモン及びその化合物の OECD に報告している輸入量は、三酸化二アンチモンとして

1,000～10,000t 未満である。 
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アンチモンの酸化物、三硫化二アンチモン、アンチモン及びその製品（くずを含む）の輸

入量の合計値の推移を表 1.3 に示す 29)。 

 

表 1.3 輸入量の推移 

平成(年) 18 19 20 21 22 

輸入量(t) 15,741 15,915 15,235 8,701 14,461 

平成(年) 23 24 25 26 27 

輸入量(t) 12,728 11,721 10,407 12,034 10,226 
注：普通貿易統計(少額貨物(1 品目が 20 万円以下)、見本品等を除く)品別国別表より集計。 

 

③ 輸出量 

アンチモンの酸化物、アンチモン及びその製品（くずを含む）の輸出量の合計値の推移を

表 1.4 に示す29) 。 

 

表 1.4 輸出量の推移 

平成(年) 18 19 20 21 22 

輸出量(t) 2,486 2,636 2,209 2,070 2,538 

平成(年) 23 24 25 26 27 

輸出量(t) 2,261 2,050 2,222 2,081 1,875 
注：普通貿易統計(少額貨物(1 品目が 20 万円以下)、見本品等を除く)品別国別表より集計。 

 

④ 用途 

アンチモンは、鉛との合金としてバッテリーの電極、イリジウムやガリウムとの合金とし

て半導体に使用されている。また、潤滑剤、ケーブル皮膜材料、陶器、ガラスなど製造の際

の原料として使用されている1) 。 

アンチモン酸ナトリウムの主な用途は、無水物では合成樹脂の難燃助剤、三水和物では光

学用ガラスの清澄剤、ほうろう、陶磁器乳白剤とされている30)。 

五酸化二アンチモンの主な用途は、各種樹脂・繊維の難燃剤、顔料、ガラス清澄剤、電子

材料用原料とされている30) 。 

三酸化二アンチモンは、プラスチック、ビニル電線、カーテン、帆布、紙や塗料などの難

燃助剤として使われている。また、ガラス清澄剤（ガラスの気泡を除去するために添加）、

塗料、黄色顔料などにも使用されている1) 。 

五塩化アンチモンの主な用途は、フルオレンガス触媒、塩素化触媒とされている30)。 

三塩化アンチモンの主な用途は、顔料、触媒、媒染剤等とされている30) 。 

ヘキサヒドロキソアンチモン酸カリウムは、ナトリウム塩の定性的な検出に使われてい

る31) 。 

酒石酸アンチモンカリウムの主な用途は、塩化ビニル樹脂の退色抑制阻止剤、染色（木綿、

皮、毛、ナイロンなどの直接染料、塩基性染料、酸性染料の固着媒染剤）、顔料、香粧品、殺

虫剤とされている30) 。このほか、フラットパネルディスプレイの導電性付与剤にも用いられ
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ているとされ、国内の 2 大用途は染料の固着剤（2006 年の需要量 20 t）と導電性付与剤（2006

年の需要量 20 t）とされている32) 。 

このほか、人為発生源として、石炭の燃焼、廃棄物や汚泥の焼却、埋立処分場からの浸出

水などが挙げられている33) 。 

自然発生源として、大気へは風による土壌の巻き上げ、火山、海のしぶき、森林火災、生

物由来が、水域へは土壌の攪乱や風化によるアンチモンの流入が挙げられる33) 。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

アンチモン及びその化合物は、化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番

号:31）に指定されている。 

アンチモン及びその化合物は、有害大気汚染物質に該当する可能性のある物質に選定されて

いる。 

アンチモンは、水質汚濁に係る要監視項目に選定されている。アンチモン及びその化合物は、

水道水質管理目標設定項目に位置づけられている。 
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度に

より評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、平成 26 年度の届

出排出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体 2),3) から集計した排出量等を

表 2.1 に示す。なお、届出外排出量非対象業種・家庭・移動体の推計はなされていなかった。 

 

表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（平成 26 年度） 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 2,016 4,916 0.1 332,760 465 548,792 3,953 - - - 339,692 3,953 343,645

アンチモン及びその化合物

業種等別排出量(割合) 2,016 4,916 0.1 332,760 465 548,792 3,953 0 0 0

1,191 2,447 0 332,760 11 54,794 0 届出 届出外

(59.1%) (49.8%) (100%) (2.4%) (10.0%) 99% 1%

3,142

(79.5%)

9 1,395 0 0 66 78,179 39

(0.4%) (28.4%) (14.1%) (14.2%) (1.0%)

0 163 0 0 131 49,943 722

(3.3%) (28.1%) (9.1%) (18.3%)

0.4 570 0 0 0 25,885

(0.02%) (11.6%) (4.7%)

377 0 0 0 0 44,106 0

(18.7%) (8.0%)

90 259 0 0 1 165,990 0

(4.5%) (5.3%) (0.2%) (30.2%)

257 75 0 0 6 95,485 0

(12.8%) (1.5%) (1.3%) (17.4%)

50

(1.3%)

42 0.1 0 0 0 437 0

(2.1%) (0.002%) (0.08%)

20 7 0 0 0.2 14,453 0.0

(1.0%) (0.1%) (0.04%) (2.6%) (0.0008%)

16 0 0.1 0 0 1,235 0

(0.8%) (100%) (0.2%)

14 0 0 0 0 14,247 0

(0.7%) (2.6%)

0.1

(0.003%)

0.1

(0.002%)

0.1

(0.001%)

0.0

(0.001%)

0.0

(0.0005%)

0.0

(0.00003%)

0.0

(0.00003%)

0 0 0 0 0 3,200

(0.6%)

0 0 0 0 250 840

(53.7%) (0.2%)

一般機械器具製造業

ゴム製品製造業

医療業

自然科学研究所

計量証明業

高等教育機関

商品検査業

食料品製造業

機械修理業

電子応用装置製造業

衣服・その他の

繊維製品製造業

窯業・土石製品

製造業

総排出量の構成比(%)

非鉄金属製造業

下水道業

化学工業

繊維工業

鉄鋼業

輸送用機械器具

製造業

プラスチック製品

製造業

電気機械器具製造業

低含有率物質

金属製品製造業

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出

排出量

届出外

排出量
合計

 

 

本物質の平成 26 年度における環境中への総排出量は、約 340 t となり、そのうち届出排出量

は約 340 t で全体の 99%であった。届出排出量のうち 2 t が大気、4.9 t が公共用水域、0.0001 t
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が土壌へ排出されるとしており、公共用水域への排出量が多い。この他に埋立処分が約 330 t、

下水道への移動量が 0.47 t、廃棄物への移動量が約 550 t であった。届出排出量の主な排出源は、

大気への排出が多い業種は非鉄金属製造業（59%）、輸送用機械器具製造業（19%）、電気機械

器具製造業（13%）であり、公共用水域への排出が多い業種は非鉄金属製造業（50%）、化学工

業（28%）、鉄鋼業（12%）であった。 

表2.1に示したようにPRTRデータでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出外排

出量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量対象業種の媒体別配分は届出排出

量の割合をもとに行った。届出排出量と届出外排出量を媒体別に合計したものを表 2.2 に示

す。 

 
表 2.2 環境中への推定排出量 

媒   体 推定排出量(kg) 

大   気 

水   域 

土   壌 

3,056  

7,828  

 0.1  

 

また、Nriagu4) は、アンチモン発生源として石炭燃焼（電力、産業用・家庭用）、非鉄金属鉱

業（採掘、Pb 製造、Cu-Ni 製造、Zn-Cd 製造）、非鉄金属二次製品製造、鉄鋼業、ごみ焼却（一

般廃棄物、下水汚泥）を挙げており、大気への排出量（1983 年における全世界の排出量）を推

計している。貴田ら5) は、日本全体の石炭火力による電力供給量（平成 12 年度）と Nriagu によ

る石炭焼却の排出係数を用いたアンチモンの年間排出量を 41～206 t と推計している。 

貴田ら6) は、日本のごみ排出量 5,000 万トン／年の 3/4 が焼却されたと仮定し、アンチモンの

一般廃棄物焼却炉から年間排出量を 0.3 t未満、野焼き等の非制御燃焼を仮定した場合には 445 t

と推計している。 

なお、日本で年間排出される主要な小型家電 9 品目の基板に存在するアンチモン量は、12,087 

kg/年と推計されている7)。1998 年製の使用済みパソコンに含まれるアンチモン量は、デスクト

ップ型の本体に 190 mg/kg、デスクトップ型の基板に 58 mg/kg、ノート型の基板に 53 mg/kg と

の報告がある8) 。 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

アンチモン及びその化合物の化学形態は環境中で様々に変化するため、媒体別分配割合の予

測を行うことは適切ではない。したがって、アンチモン及びその化合物の媒体別分配割合の予

測は行わなかった。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.3 に示す。

なお、得られた環境中濃度は化学形態別の濃度ではなく、全アンチモンの濃度である。 
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表 2.3 各媒体中の存在状況 

媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 検出 
検出率 調査地域 測定年度 文 献 

平均値 a) 平均値 下限値 b)

                      

一般環境大気  µg Sb/m3 0.00071 0.0011 0.00013 0.0028 ―c) 13/13 全国 2014 9) 

  0.00069 0.0010 0.00013 0.0022 ―c) 13/13 全国 2013 10) 
  0.00069 0.0014 0.000077 0.0057 ―c) 13/13 全国 2012 11) 
  0.00066 0.0014 0.000075 0.0058 ―c) 13/13 全国 2011 12) 
  0.0019 0.0020 0.0010 0.0031 ―c) 7/7 東京都、

大阪府 

2010 13) 

  0.0019 0.0021 0.00096 0.0033 ―c) 3/3 東京都 2009 14) 
  0.0030 0.0033 0.0018 0.0059 ―c) 7/7 東京都、

大阪府 

2008 15) 

  0.0029 0.0037 0.00064 0.0085 ―c) 12/12 全国 2007 16) 
  0.0031 0.0034 0.0011 0.0069 ―c) 9/9 全国 2006 17) 
             

室内空気 µg Sb/m3          

             

食物 d) µg Sb/g          
             

飲料水 µg Sb/L <20.0 <20.0 <0.1 5.0 e) 0.1～20.0 56/2354 全国 2014 18) 
  <15.0 <15.0 <0.1 3.0 e) 0.1～15.0 76/2276 全国 2013 19) 
  <15.0 <15.0 <0.1 5.4 e) 0.1～15.0 74/2259 全国 2012 20) 
  <15.0 <15.0 <0.1 5.0 e) 0.1～15.0 62/2211 全国 2011 21) 
  <15.0 <15.0 <0.1 4.1 e) 0.1～15.0 70/2187 全国 2010 22) 
  <15.0 <15.0 <0.1 2.8 e) 0.1～15.0 65/2083 全国 2009 23) 
  <15.0 <15.0 <0.1 4.1 e) 0.1～15.0 83/1923 全国 2008 24) 
  <15.0 <15.0 <0.1 3.6 e) 0.1～15.0 83/1876 全国 2007 25) 
  <2.0 <2.0 <0.1 4.1 e) 0.1～2.0 77/1762 全国 2006 26) 
           

地下水 µg Sb/L <2 <2 <0.2 4 0.2～2 19/281 全国 2014 27) 
  <2 <2 <0.2 5 0.2～2 26/307 全国 2013 28) 
  <2 <2 <0.2 3 0.2～2 26/292 全国 2012 29) 

  <2 <2 <0.2 5 0.2～2 19/311 全国 2011 30) 
  <2 <2 <0.2 3 0.2～2 25/306 全国 2010 31) 
  <2 <2 <0.2 3 0.2～2 17/332 全国 2009 32) 
  <2 <2 <0.2 3 0.2～2 16/386 全国 2008 33) 
  <5 <5 <0.2 4 f) 0.2～5 16/438 全国 2007 34) 
  <5 <5 <0.2 21 0.2～5 13/380 全国 2006 35) 
           

土壌 f) µg Sb/g － 0.78 0.047 7.4 － －/78 全国 － 36) 
             

公共用水域・淡水   µg Sb/L <10 <10 <0.1 110 
(34 g)) 

0.1～10 106/801 全国 2014 37) 

  <10 <10 <0.1 140 
(42 g)) 

0.1～10 114/815 全国 2013 38) 

  <2 <2 <0.1 150 
(28 g)) 

0.1～2 108/821 全国 2012 39) 

  <10 <10 <0.1 140 0.1～10 88/872 全国 2011 40) 
  <2 <2 <0.1 160 0.1～2 97/884 全国 2010 41) 
  <20 <20 <0.1 160 0.2～20 95/833 全国 2009 42) 
  <2 <2 <0.1 130 0.2～2 89/747 全国 2008 43) 
  <10 <10 <0.1 240 0.1～10 101/830 全国 2007 44) 
  <10 <10 <0.2 190 0.2～10 84/686 全国 2006 45) 
             

公共用水域・海水   µg Sb/L <2 <2 <0.2 2 
(0.2 g))

0.2～2 5/75 全国 2014 37) 

  <2 <2 <0.2 0.7 e) , g) 0.2～2 5/82 全国 2013 38) 
  <5 <5 <0.3 0.8 e), g) 0.5～5 6/69 全国 2012 39) 
  <2 <2 <0.2 <2 0.2～2 0/67 全国 2011 40) 
  <2 <2 <0.5 1 e) 0.5～2 1/70 全国 2010 41) 
  <20 <20 <0.2 1 e) 0.2～20 5/69 全国 2009 42) 
  <2 <2 <0.2 2 0.2～2 2/82 全国 2008 43) 
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媒 体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 検出 
検出率 調査地域 測定年度 文 献 

平均値 a) 平均値 下限値 b)

  <2 <2 <0.2 22 0.2～2 10/87 全国 2007 44) 
  <2 <2 <0.2 1 e) 0.2～2 8/81 全国 2006 45) 
           

底質(公共用水域・淡水) h) µg Sb/g 0.034 0.077 0.002 0.28 ―c) 15/15 名古屋市 2008 46) 
                      

底質(公共用水域・海水) h) µg Sb/g 0.024 0.029 0.01 0.08 ―c) 13/13 名古屋市 2008 46) 
           

魚類(公共用水域・淡水) µg Sb/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg Sb/g          

             

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す。 
   b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す。 
   c) 公表されていない。 
   d) マーケットバスケット方式により国内 6 都市で採取した食品による一日摂取量（平均値）2.90 µg Sb/day の

報告がある47)。 
   e) 最大濃度を上回る下限値による不検出データが報告されているため、最大濃度よりも高濃度の地点が存在

する可能性がある。 
   f) 原著の値を転記。濃度データは各調査地点（78 地点）の平均値による集計値ではなく、各サンプル（514 検

体）の濃度データを集計したもの。調査地点は、森林が最も多いが、農地も含まれている。 
   g) 人為由来の可能性が高い測定結果。 
   h) 過去のデータではあるが限られた地域を調査対象とした底質調査において淡水では最大 10 µg Sb/g (1998)、

海水では最大 0.39 µg Sb/g (1997)の報告46) がある。 
 

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

一般環境大気、飲料水、公共用水域・淡水及び食物の実測値を用いて、人に対する曝露の推

定を行った（表 2.4）。化学物質の人による一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、

飲水量、食事量及び土壌摂取量をそれぞれ 15 m3、2 L、2,000 g 及び 0.11 g と仮定し、体重を 50 

kg と仮定している。食物からの一日曝露量は、報告されている一日摂取量を体重 50 kg で除し

て算出した。 

 
表 2.4 各媒体中の濃度と一日曝露量 

  媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

        

  大 気     

  一般環境大気 0.00071 µg Sb/m3程度 (2014) 0.00021 µg Sb/kg/day 程度 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

平      

  水 質    

 飲料水 15.0 µg Sb/L 未満 (2012) 0.60 µg Sb/kg/day 未満 

  地下水 2 µg Sb/L 未満 (2013) 0.08 µg Sb/kg/day 未満 

均  公共用水域・淡水 10 µg Sb/L 未満 (2014) 0.4 µg Sb/kg/day 未満 

      

  食 物 濃度データは得られなかった 0.058 µg Sb/kg/day 程度 

  土 壌 データは得られなかった（過去のデータ

ではあるが 0.78 µg Sb/g（算術平均値）

程度） 

データは得られなかった（過去のデータ

ではあるが 0.0017 µg Sb/kg/day（算術平

均値）程度） 
       

  大 気   

  一般環境大気 0.0057 µg Sb/m3程度 (2012) 0.0017 µg Sb/kg/day 程度 
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  媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

     

最 水 質   

 飲料水 5.4 µg Sb/L (2012) 0.22 µg Sb/kg/day 

大  地下水 5 µg Sb/L (2013) 0.2 µg Sb/kg/day 

 公共用水域・淡水 150 µg Sb/L (2012) 6 µg Sb/kg/day 

値     

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 

  土 壌 データは得られなかった（過去のデータ

ではあるが 7.4 µg Sb/g 程度） 
データは得られなかった（過去のデータ

ではあるが 0.016 µg Sb/kg/day 程度） 
    

 

吸入曝露の予測最大曝露濃度は、表 2.4 に示すとおり、一般環境大気のデータから 0.0057 µg 

Sb/m3程度となった。一方、化管法に基づく平成 26 年度の大気への届出排出量をもとに、プル

ーム・パフモデル48)を用いて推定した大気中濃度の年平均値は、最大で 0.11 µg Sb/m3 となっ

た。 

 
表 2.5 人の一日曝露量 

媒 体 平均曝露量（μg Sb/kg/day） 予測最大曝露量（μg Sb/kg/day）

大 気 
 一般環境大気 0.00021 0.0017 

 室内空気   

   飲料水 0.60 0.22 

水 質  地下水 (0.08) (0.2) 

   公共用水域・淡水 0.4 6 

 食 物   0.058 0.058 

 土 壌   （過去のデータではあるが 0.0017）（過去のデータではあるが 0.016）

経口曝露量合計 ケース 1 0.058+0.60 0.278 

   ケース 2 0.058+0.4 6.058 

 参考値 1 0.0597+0.60 0.294 

  参考値 2 0.0597+0.4 6.074 

 総曝露量 ケース 1 0.05821+0.60 0.2797 

 ケース 2 0.05821+0.4 6.0597 

 参考値 1 0.05991+0.60 0.2957 

  参考値 2 0.05991+0.4 6.09 

注：1) アンダーラインを付した値は、曝露量が「検出下限値未満又は定量下限値未満」とされたものであることを

示す。 
2) （  ）内の数字は、経口曝露量合計の算出に用いていない。 
3) 食物の予測最大曝露量は、原著に摂取量の最大値が報告されていないため平均値を記載している。 
4) ケース 1 は飲料水を、ケース 2 は淡水を摂取していると仮定して計算したもの。 
5) 参考値 1、参考値 2 は、それぞれケース 1、ケース 2 に過去の土壌のデータを加えた場合を示す。 
6) 総曝露量は、吸入曝露として一般環境大気を用いて算定したものである。 

 

経口曝露の予測最大曝露量は、表 2.5 に示すとおり、飲料水及び食物のデータから算定する

と 0.28 µg Sb/kg/day であり、公共用水域・淡水及び食物のデータから算定すると 6.1 µg 

Sb/kg/day であった。一方、化管法に基づく平成 26 年度の公共用水域・淡水への届出排出量を

全国河道構造データベース49)の平水流量で除し、希釈のみを考慮した河川中濃度を推定すると、
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最大で 13 μg Sb/L となった。推定した河川中濃度を用いて経口曝露量を算出すると 0.52 μg 

Sb/kg/day となった。 

 

（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.6 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を人為由来の可能性が高いデータ

から設定すると、公共用水域の淡水域では 42 µg Sb/L、海域では 0.8 µg Sb/L 程度となった。 

化管法に基づく平成 26 年度の公共用水域・淡水への届出排出量を全国河道構造データベー

ス49)の平水流量で除し、希釈のみを考慮した河川中濃度を推定すると、最大で 13 μg Sb/L とな

った。 

 
表 2.6 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 10 µg Sb/L 未満 (2014) 42 µg Sb/L (2013) 

海 水 5 µg Sb/L 未満程度 (2012) 0.8 µg Sb/L 程度 (2012) 

注：1) 環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す。 
    2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む。 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

三塩化アンチモン 1.5 mg/kg をラットに静脈内投与した結果、96 時間で投与したアンチモン

の 22.4％が尿中に、24.6％が糞中に排泄されたが、そのほとんどが 24 時間以内の排泄であった。

胆汁中へは 7 時間で投与量の約 10％が排泄された 1) 。 

二酸化三アンチモン 200 mg をラットに単回強制経口投与した結果、8 日間で投与量の 3.2％

が尿中に排泄され、そのほとんどが 2～5 日後までの排泄であった。また、2％の濃度で餌に混

ぜて 8 ヶ月間投与した結果、体内のアンチモン濃度は胃内容物を除くと甲状腺で最も高く、次

いで肝臓、胃腸管組織、脾臓、腎臓、心臓の順であったが、甲状腺での濃度は肝臓の 10 倍高か

った。糞尿中への排泄は 2 相性で糞中への排泄が圧倒的に多く、糞中排泄量は投与期間終了か

ら 7 日後まで急速に減少し、その後は 30 日間以上にわたって徐々に減少した。尿中排泄量は 5

～6 日後までやや急速に減少し、その後はゆっくりと減少して、20 日後頃に糞中排泄量を上回

るようになり、48 日後も尿中への排泄がみられた 2) 。 

二酸化三アンチモン 119 mg/m3（平均粒径 1.3 µm）をラットに 80 時間吸入させた結果、1 日

当たりの尿中排泄量は曝露終了後の 3 日間で平均 12 µg（約 60 µg/kg/day）であったが、4 日目

には 2 µg 未満となった 2) 。0.25、1.08、4.92、23.46 mg/m3（空気動力学的質量中央粒径 MMAD 

3.1～4.8 µm）を 13 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させたラットでは、アンチモンの肺への蓄積

は 2 相性であり、雄は 2 週間後、雌は 4 週間後から緩慢となったが、各群の第 2 相の蓄積速度

に明らかな差はなく、平衡に達することもなかった。0.06、0.51、4.50 mg/m3（MMAD 3.8～4.6 µm）

を 52 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた場合には、いずれの群も 6 ヶ月までにほぼ平衡状態

に達した。13 週間又は 52 週間曝露終了後の肺からの消失は 1 相性であり、曝露終了時の二酸化

三アンチモン濃度と半減期は線形関係にあり、肺中濃度が 10 µg/g の場合に約 3 ヶ月、2,000 µg/g

の場合に約 10 ヶ月の半減期であった 3) 。122Sb 及び 124Sb でラベルした 1.52 mg/kg（体積中央粒

径 7.0 µm）を気管内投与したハムスターでは、放射活性は肺から 2 相性で消失し、半減期は第

1 相が 40 時間、第 2 相が 20～40 日であり、190 日後には投与量の 60％が肺に、7％が肝臓に、

0.1～0.2％が腎臓や胃、気管に残存していた。同様にして 13.3、19.5 µm の粒子を投与した場合

には、190 日後の肺で 49％、45％、肝臓で 9％、13％、腎臓や胃、気管で 0.2～0.6％、0.2～0.4％

の残存がみられ、粒径の増加に伴う肺での減少と肝臓での増加は粘膜線毛輸送による排出と消

化管での吸収を示唆するものと考えられた 4) 。 
124Sb でラベルした酒石酸アンチモンを 3 価又は 5 価に調整してシリアンハムスターに強制経

口投与（1 mL）した結果、いずれの場合も全身の放射活性は 1 日未満の半減期で消失し、4 日

後の体内残留は投与量の 1.6％（3 価）、2％（5 価）であり、その 61％、64％が消化管内にあっ

た。また、それらの粒子（空気動力学的放射活性中央粒径 AMAD 1.6 µm）をハムスターの鼻部

に曝露して吸入させた結果、全身の放射活性は 2 相性で消失し、1 日後には曝露直後の 65％（3

価）、60％（5 価）まで減少し、1 日後の 90％が 7 日後までに消失した。第 2 相の半減期は約 16

日であり、排泄パターンには価数による違いはなかった。体内分布にも価数による大きな違い

はなく、肝臓、大腿骨、皮膚で高かったが、肝臓では 3 価＞5 価の関係にあってその差は 5 日後

に最大となり、5 価では終了時（32 日後）まで大腿骨＞肝臓の関係にあったが、3 価では 15 日
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後まで肝臓＞大腿骨の関係にあった 5) 。また、異なった粒径（AMAD 0.3、0.7、1.6 µm）に調整

してマウスの頭部に 10 分間曝露した結果、全身の放射活性は 2 相で消失し、第 2 相の半減期は

0.3 及び 0.7 µm 群で 39 日、1.6 µm 群で 28 日であり、1.6 → 0.3 µm の粒径変化は 52 日後の体

内濃度で肺では 8.6 倍の増加、大腿骨では 3.3 倍の減少をもたらすと見積もられた 6) 。 

ヒトでは、酒石酸アンチモンカリウムを誤って経口摂取した中毒事例からアンチモンの吸収

率は 5％と見積もられた 7) 。原子炉配管切断時の事故で 125Sb の酸化物粉じん（AMAD 5 µm 程

度）を吸入した炉労働者では、肺の放射活性の半減期は非喫煙者で 600～1,100 時間、喫煙者で

1,700～3,700 時間であり、事故から 180 日後でも初期肺胞沈着量（事故の 7 日後）の 51％以上

が肺に残留していた 8) 。 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 9) 

【アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 100 mg/kg 

 

【三酸化二アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 >34,600 mg/kg 
ウサギ 経皮 LDLo 2,000 mg/kg 

 

【三塩化アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 525 mg/kg 

モルモット 経口 LD50 574 mg/kg 
 

【五塩化アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 1,115 mg/kg 

モルモット 経口 LD50 900 mg/kg 
ラット 吸入 LC50 720 mg/m3 (2 hr) 
マウス 吸入 LC50 620 mg/m3  

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 
 

【酒石酸アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ウサギ 経口 LDLo 115 mg/kg 

 

【酒石酸アンチモンカリウム】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ヒト 経口 LDLo 1,857 µg/kg 

ラット 経口 LD50 115 mg/kg 
マウス 経口 LD50 600 mg/kg 
マウス 経口 LDLo 600 mg/kg 
ウサギ 経口 LD50 115 mg/kg 
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【水素化アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
マウス 吸入 LCLo 100 ppm[510 mg/m3] (1 hr) 
マウス 吸入 LCLo 500 mg/m3 (20 min) 

モルモット 吸入 LCLo 92 ppm[469 mg/m3] (1 hr) 
モルモット 吸入 LCLo 500 mg/m3 (20 min) 
ウサギ 吸入 LCLo 500 mg/m3 (20 min) 
ネコ 吸入 LCLo 40 ppm[204 mg/m3] (1 hr) 
ネコ 吸入 LCLo 500 mg/m3 (20 min) 
イヌ 吸入 LCLo 40 ppm[204 mg/m3] (1 hr) 
イヌ 吸入 LCLo 500 mg/m3 (20 min) 
イヌ 吸入 LCLo 200 mg/m3 (1 hr) 

注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 

【三ふっ化アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
マウス 経口 LD50 804 mg/kg 

 

【五ふっ化アンチモン】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
マウス 吸入 LC50 270 mg/m3 

 

アンチモンは眼に機械的刺激を引き起こすことがあり、眼に入ると発赤や痛みを生じる。

経口摂取すると腹痛、嘔吐、下痢を生じ、吸入ではさらに咳の症状も加わる 10) 。 

三酸化二アンチモンは眼、皮膚、気道を軽度に刺激する。吸入すると咳、頭痛、吐き気、

咽頭痛、嘔吐を生じ、経口摂取ではさらに腹痛や下痢、胃の灼熱感の症状も加わる。眼に入

ると発赤、痛み、皮膚に付くと発赤、痛み、水疱を生じる 11) 。 

三塩化アンチモンは気道に対して腐食性を示し、吸入すると咽頭痛、咳、灼熱感、息切れ、

腹痛を生じ、肺水腫を引き起こすことがある。経口摂取すると腐食性を示し、灼熱感、胃痙

攣、吐き気、嘔吐、ショック/虚脱を生じる。眼、皮膚に対して腐食性を示し、痛みや発赤、

重度の熱傷を生じる 12)
 。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Wistar ラット雌雄各 12 匹を 1 群とし、0、0.1、0.5、2％の濃度で三酸化二アンチモンを

餌に混ぜて 90 日間投与した結果、一般状態や体重、生存率に影響はなかった。2％群の雌

雄で血清 ALP の有意な低下と雌で血清 GOT（AST）の有意な増加、雌雄で肝臓重量の軽度

（約 10％）な増加などの変化がみられたが、肝臓を含むいずれの組織にも影響がなかった

ことから、偶発的な変化と考えられた。摂餌量から求めた用量は雄で 0、70、352、1,408 mg 

Sb/kg/day、雌で 0、81、413、1,750 mg Sb/kg/day であった 13) 。この結果から、NOAEL を 2％

（雄 1,408 mg Sb/kg/day、雌 1,750 mg Sb/kg/day）以上とする。 

 

イ）Wistar ラット雄 12～15 匹を 1 群とし、0、0.5、1、2％の濃度でアンチモンを餌に混ぜて

24 週間投与した結果、0.5％以上の群で体重増加の抑制、肝細胞索の乱れ及び混濁腫脹、1％



1 アンチモン及びその化合物 

 18

以上の群で白血球数の減少、2%群でヘマトクリット値及びヘモグロビン濃度の減少、脾臓

及び精巣相対重量の増加と肝臓相対重量の減少などがみられたが、体重への影響以外はい

ずれも軽度であった。なお、摂餌量から求めた 2％群のアンチモン摂取量は約 1,300 

mg/kg/day と見積もられた 14) 。 

 

ウ）Fischer 344 ラット雌雄各 10 匹を 1 群として 0、0.015、0.030、0.065、0.125、0.25％（0、

16、28、59、94、168 mg /kg/day）、B6C3F1マウス雌雄各 10 匹を 1 群として 0、0.03、0.065、

0.125、0.25、0.5％（0、59、98、174、273、407 mg/kg/day）の濃度で酒石酸アンチモンカ

リウムを飲水に添加して 14日間投与した結果、ラットでは 0.25％群の雌雄で肝臓相対重量、

雌で腎臓相対重量の増加がみられ、雄の尿細管上皮における好酸性小体の明瞭化がみられ

た以外には、影響はなかった。マウスでは 0.5％群の雌 1 匹が死亡し、0.25％以上の群の雄

及び 0.5％群の雄で体重増加の有意な抑制が最初の 8 日間にみられたが、0.5％群の雄を除く

各群では 16 日後までに体重への影響は消失した。0.5％群の雌雄の全数で主に小葉中心性の

肝細胞空胞化を認め、雄 1 匹及び雌 3 匹の前胃では過形成変化を伴った扁平上皮の壊死、

炎症及び潰瘍形成がみられた 15) 。この結果から、NOAEL をラットで 0.125％（94 mg/kg/day 

(34 mg Sb/kg/day)）、マウスで 0.25％（273 mg/kg/day (100 mg Sb/kg/day)）とする。 

 

エ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、0、0.00005、0.0005、0.005、0.05％（雄 0、

0.06、0.56、5.58、42.17 mg Sb/kg/day、雌 0、0.06、0.64、6.13、45.69 mg Sb/kg/day）の濃度

で酒石酸アンチモンカリウムを飲水に添加して 13 週間投与した結果、死亡や一般状態に影

響はなかったが、0.05％群の飲水量は対照群や低濃度群の約 35％少なく、0.05％群の雄で 6

週以降、雌で 12 週以降に体重増加の有意な抑制を認めた。0.00005％以上の群の雌雄で肝細

胞核の大小不同、雌で脾洞の過形成、0.0005％以上の群の雄で赤脾髄のうっ血、雌で血糖値

低下、0.005％群の雌で胸腺相対重量の減少、0.005％以上の群の雌で甲状腺ホルモン結合タ

ンパク比の上昇、0.05％群の雌雄で摂餌量の減少、腎臓相対重量の増加、血清クレアチニン

及び ALP の低下、肝細胞の線維化、雄で血尿、雌で血清コレステロール及び総タンパク質

の低下などがみられた。この結果から、著者らは 0.00005％以上の群でみられた肝細胞核の

大小不同、脾洞の過形成は適応反応であると考え、0.0005％以上の群の赤脾髄のうっ血、血

糖値低下を指標として NOAEL を 0.00005％（0.06 mg Sb/kg/day）とした 16) 。しかし、肝細

胞核の大小不同、脾洞の過形成等の形態学的変化、血糖値低下などの血液生化学的変化は

いずれも明らかな毒性の徴候を伴わず、用量依存性に乏しく、対照群にも普通にみられ、

正常な生理学的範囲に収まるもので適応反応と考えられることから、0.05％群でみられた体

重増加の抑制、飲水量及び摂餌量の減少を指標に NOAEL は 0.005％（雌雄平均で 6.0 mg 

Sb/kg/day）が適切と考えられた 17) 。これらの結果から、NOAEL を 6.0 mg Sb/kg/day とする。 

 

オ）Long-Evans ラット及び CD マウス雌雄各 51～59 匹を 1 群とし、0、0.0005％の濃度で酒

石酸アンチモンカリウムを飲水に添加して生涯にわたって投与した結果、ラットでは体重

への影響はなかったが、0.0005％群の雌雄の寿命は有意に短かった。また、28 ヶ月齢時に

実施した血液及び尿の検査では 0.0005％群の雌雄で血糖値の有意な低下、雄でコレステロ

ールの有意な増加、雌でコレステロールの有意な減少を認めた。一方、マウスでは体重や
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生存期間、組織等への影響はなかった 18, 19) 。しかし、寿命を評価指標とした試験は稀で多

くの交絡要因の影響を受けやすく、コレステロールの変化も雌雄で異なり、ラットの試験

時には肺炎の発生もあったことから、本試験結果の信頼性は低いと考えられた 17) 。 

 

カ）Fischer 344 ラット雌雄各 50 匹を 1 群とし、0、0.25、1.08、4.92、23.46 mg/m3（MMAD 3.1

～4.8 µm）の三酸化二アンチモンを 13 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、0.25 mg/m3

以上の群の雌雄各 30％で角膜異常がみられ、23.46 mg/m3群の雄で体重増加の有意な抑制、

4.92 mg/m3以上の群の雄及び 23.46 mg/m3群の雌で肺の絶対及び相対重量の有意な増加を認

め、27 週間の回復期間内も 23.46 mg/m3 群の肺重量は高いままであった。対照群を含む全

群で慢性間質性肺炎がみられ、発生率及び重篤度は各群で同程度であったが、回復期間内

には 23.46 mg/m3群で最も頻繁にみられ、肉芽腫性炎も 23.46 mg/m3 群の回復期間内に高い

頻度でみられた。4.92 mg/m3以上の群の雌雄で肺胞マクロファージ、0.25 mg/m3以上の群の

雌雄で粒子状異物を含む肺胞マクロファージの増加を認め、それらの発生率及び重篤度は

曝露期間内よりも回復期間の方が高かった 3) 。なお、対照群を含む全群に肺炎がみられた

ことから、NOAEL 等の評価はしない。 

 

キ）Fischer 344 ラット雌雄各 65 匹を 1 群とし、0、0.06、0.51、4.50 mg/m3（MMAD 3.8～4.6 µm）

の三酸化二アンチモンを 52 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、体重や一般状態、

血液、血液生化学に影響はなく、肺重量にも影響はなかった。対照群を含む全群で同程度

にみられた慢性間質性肺炎は 1 年間の回復期間後には 0.51 mg/m3 以上の群の雌及び 4.50 

mg/m3群の雄で重症度が増加し、ほぼ全数にみられるようになった。また、0.06 mg/m3以上

の群の雌雄で肺胞や血管周囲、細気管支周囲、気管支周囲のリンパ節でマクロファージや

粒子状異物を含むマクロファージの増加を認め、それらの発生率及び重篤度は曝露期間内

よりも回復期間の方が高かった 3) 。なお、対照群を含む全群に肺炎がみられたことから、

NOAEL 等の評価はしない。 

 

ク）Fischer 344 ラット雌 49～51 匹を 1 群とし、0、1.6、4.2 mg Sb/m3（粒径 0.4～0.44 µm）の

三酸化二アンチモンを 1 年間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、1.6 mg Sb /m3以上の

群の肺で重量増加、限局性線維症、腺腫様増殖、多核巨細胞、着色したマクロファージが

みられたとした報告があった 20) 。 

 

ケ）Wistar Han ラット及び B6C3F1マウス雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、3.75、7.5、15、30、60 mg/m3

（MMAD 1.3～1.5 µm）の三酸化二アンチモンを 2 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結

果、体重や一般状態、生存率に影響はなかった。ラットでは 30 mg/m3以上の群の雄で肺相

対重量、雌で肺の絶対及び相対重量、60 mg/m3群の雄で肺絶対重量の有意な増加、3.75 mg/m3

以上の群の雌雄の肺で異物、30 mg/m3以上の群の雌雄で慢性活動性肺炎の発生率に有意な

増加を認めた。また、3.75、7.5、15 mg/m3群の雌各 1 匹、30 mg/m3以上の群の雌雄各 2～3

匹で喉頭蓋に軽微な扁平上皮化生がみられた。マウスでは 3.75 mg/m3以上の群の雌及び 60 

mg/m3群の雄で肺相対重量、7.5 mg/m3以上の群の雄及び 15 mg/m3以上の群の雌で肺絶対重

量の有意な増加、3.75 mg/m3以上の群の雌雄の肺で異物、30 mg/m3 以上の群の雌雄で喉頭
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蓋の扁平上皮化生の発生率に有意な増加を認め、15 mg/m3群の雄 1 匹、3.75、7.5、15 mg/m3

群の雌各 2～3匹でも喉頭蓋の扁平上皮化生がみられた 21) 。この結果から、ラットでNOAEL

を 15 mg/m3（曝露状況で補正：2.68 mg/m3 (2.2 mg Sb/m3)）、マウスで LOAEL を 3.75 mg/m3

（曝露状況で補正：0.67 mg/m3 (0.56 mg Sb/m3)）とする。なお、引用文献 21) の知見は NTP

の中間報告（2016 年 12 月時点）であるが、検査データの信頼性を鑑みて、本初期評価とし

て採用した（以下、同じ）。 

 

コ）Wistar Han ラット雌雄各 60 匹を 1 群とし、0、3、10、30 mg/m3（MMAD 0.9～1.5 µm）

の三酸化二アンチモンを 105 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、10 mg/m3以上の

群の雌で生存率の有意な低下を認め、肺の蛋白症が主要な死因であった。30 mg/m3群の雄

及び 3 mg/m3以上の群の雌で体重増加の抑制、10 mg/m3以上の群の雌雄で異常呼吸、チア

ノーゼ、痩せがみられ、12 ヶ月時の途中剖検では 3 mg/m3以上の群の雌雄で肺の絶対及び

相対重量の有意な増加、10 mg/m3 以上の群の雄で肝臓相対重量の有意な増加を認めた。3 

mg/m3 以上の群の雌雄の肺で異物、慢性活動性炎症、化膿性肺胞炎症、血管周囲性のリン

パ球浸潤、蛋白症、肺胞上皮過形成、細気管支上皮過形成、線維化、気管支及び縦隔リン

パ節で異物、リンパ組織過形成、雌の網膜で萎縮の発生率に有意な増加を認め、異物は喉

頭や気管、鼻腔でも有意に増加した。また、10 mg/m3以上の群の雌及び 30 mg/m3 群の雄の

尿細管で硝子滴の蓄積、30 mg/m3 群の雌雄の鼻腔で呼吸上皮の過形成及び扁平上皮化生、

膵臓で動脈の慢性活動性炎症や壊死、腸間膜動脈の慢性活動性炎症、骨髄で造血組織の過

形成、雄で眼の毛様体の急性炎症、雌で腎症の発生率に有意な増加を認めた 21) 。この結果

から、LOAEL を 3 mg/m3（曝露状況で補正：0.54 mg/m3 (0.45 mg Sb/m3)）とする。 

 

サ）B6C3F1マウス雌雄各 60 匹を 1 群とし、0、3、10、30 mg/m3（MMAD 0.9～1.5 µm）の三

酸化二アンチモンを 105 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、10 mg/m3以上の群の

雌雄で生存率の有意な低下を認め、雄では肺の炎症と肺胞/細気管支癌、雌では肺の炎症と

悪性リンパ腫が主な死因であった。3 mg/m3以上の群の雄及び 10 mg/m3以上の群の雌で体

重増加の抑制、3 mg/m3 以上の群の雌雄で異常呼吸、痩せがみられ、12 ヶ月時の途中剖検

では 3 mg/m3以上の群の雄及び 10 mg/m3以上の群の雌で肺の絶対及び相対重量、10 mg/m3

以上の群の雌雄で胸腺の絶対及び相対重量の有意な増加を認めた。3 mg/m3以上の群の雌雄

の肺で異物、リンパ球浸潤、慢性活動性炎症、肺胞の線維化、胸膜の線維化及び炎症、肺

胞上皮過形成、細気管支上皮過形成、気管支リンパ節で異物、リンパ組織過形成、縦隔リ

ンパ節や喉頭、気管、鼻腔で異物の発生率に有意な増加を認めた。また、3 mg/m3以上の群

の雄及び 10 mg/m3以上の群の雌の縦隔リンパ節でリンパ組織過形成、骨髄で造血組織の過

形成、3 mg/m3以上の群の雌及び 10 mg/m3以上の群の雄の胸腺で細胞枯渇、10 mg/m3以上

の群の雌雄の喉頭で呼吸上皮過形成、10 mg/m3以上の群の雄及び 30 mg/m3群の雌の喉頭で

呼吸上皮の扁平上皮化生、10 mg/m3以上の群の雌雄の心臓で心外膜の慢性活動性炎症、30 

mg/m3 群の雄の前胃で慢性活動性炎症、雌の脾臓で造血細胞の増殖などの発生率に有意な

増加を認めた 21) 。この結果から、LOAEL を 3 mg/m3（曝露状況で補正：0.54 mg/m3 (0.45 mg 

Sb/m3)）とする。 
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③ 生殖・発生毒性 

ア）Wistar ラット雄 7～8 匹を 1 群とし、0、12、1,200 mg/kg/day の三酸化二アンチモン、27.4 

mg/kg/day の酒石酸アンチモンカリウムを 4 週間（3 日/週）強制経口投与した結果、体重や

精巣、精巣上体、腹側前立腺、精嚢の重量に影響はなく、精子の数や運動性、形態にも影

響はなかった。三酸化二アンチモンの 12 mg/kg/day 群で 1/8 匹、1,200 mg/kg/day 群で 1/7 匹

に排精の遅延がみられたが、その頻度はいずれも 1％未満であった 22) 。 

 

イ）CD-1 マウス雄 8～10 匹を 1 群とし、0、12、1,200 mg/kg/day の三酸化二アンチモン、27.4 

mg/kg/day の酒石酸アンチモンカリウムを 4 週間（5 日/週）強制経口投与した結果、体重や

精巣、精巣上体、腹側前立腺、精嚢の重量に影響はなく、精子の数や運動性、形態にも影

響はなかった。三酸化二アンチモンの 12 mg/kg/day 群で 1/10 匹に精上皮の剥脱がみられ、

その頻度は 50％を超えたが、1,200 mg/kg/day 群には明瞭な剥脱頻度の増加はなかった 22) 。 

 

ウ）Sprague-Dawley ラット雌 5 匹を 1 群とし、0、0.39、0.73、1.48、6.07 mg/m3（MMAD 1.59

～1.96 µm）の三酸化二アンチモンを妊娠 0 日から妊娠 19 日まで鼻部に曝露（6 時間/日）

して実施した用量設定の予備試験では、母ラットに影響はなかったが、6.07 mg/m3 群の胎

仔で軽度の発育遅延（体重、頭臀長）がみられた。このため、雌 26 匹を 1 群とし、0、2.6、

4.4、6.3 mg/m3（MMAD 1.59～1.82 µm）を同様に吸入させた結果、2.6 mg/m3以上の群で肺

重量の有意な増加、肺胞マクロファージの着色と炎症、赤血球量の有意な増加を認めたが、

着床数や胎仔の体重、頭臀長、性比、外表、内臓、骨格に影響はなかった 23) 。この結果か

ら、母ラットで LOAEL を 2.6 mg/m3（曝露状況で補正：0.65 mg/m3 (0.54 mg Sb/m3)）、胎仔

で NOAEL を 6.3 mg/m3（曝露状況で補正：1.6 mg/m3 (1.3 mg Sb/m3)）以上とする。 

 

エ）雌ラット（系統不明）6～7 匹を 1 群とし、0、0.027、0.082、0.27 mg/m3（粒径不明）の

三酸化二アンチモンを妊娠期間中（21 日間連続）に吸入させた結果、母ラットの体重に影

響はなかったが、0.082 mg/m3群の胎仔で低体重、0.082 mg/m3以上の群で着床前後の胚損失

や胎仔死亡の増加、胎仔の肝臓周辺部及び脳くも膜の出血、腎盂及び脳室の拡張がみられ

たとした報告があったが、詳細は不明であった 24) 。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）手作りケーキのレシピに記載のあった酒石酸水素カリウムと混同し、酒石酸アンチモン

カリウム（推定 6 g）を用いたケーキを食べた 4 人では、入院時に重篤な腹部痙攣、吐き気、

持続性嘔吐、水様便がみられ、酸素分圧低下のため、酸素吸入が必要であったが、3 人は治

療により、12 日後に退院し、その後の経過も良好であった。残る 1 人は 93 歳の高齢者で慢

性心臓病、心筋梗塞、慢性閉塞性肺疾患の既往歴があり、入院時には著しいチアノーゼと

吐血がみられ、間もなくして切迫心不全と切迫呼吸不全を発症し、2 日目には広範な消化管

出血を起こし、3 日目に多臓器不全で死亡した 7) 。 

 

イ）ろう付け棒製造工場のアンチモン溶融工程に従事し、皮膚炎を発症した28歳の労働者は、
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破砕したアンチモン鋳塊をるつぼで溶融する作業に 3 年間従事しており、前腕、胴、額に

小胞状の丘疹や膿疱の発疹を生じた。アンチモンの気中濃度は 0.39 mg Sb/m3（8 時間加重

平均）、尿中濃度は 53.2 µg Sb/L であった。また、同じ作業に従事した 33 歳の労働者では

腕に小胞状の丘疹や膿疱、胴体部に乾燥した湿疹様斑点がみられ、31 歳のもう 1 人では、

前腕に紅斑状の丘疹、脚と背に丘疹がみられた。3 人とも配置転換によりアンチモン関連作

業から離れると皮膚炎は完治した。金属アンチモンは溶融過程で蒸発し、空気中で凝固す

る際に酸化されて三酸化二アンチモンのフュームを生じることから、金属アンチモンの粉

じんや三酸化二アンチモンのフュームによる皮膚炎と考えられた 25) 。 

 

ウ）イタリアの壁面装飾タイル製造工場 5 ヶ所のエナメル職人 126 人、装飾職人 64 人を対象

とした金属酸化物顔料等のパッチテストでは、各 1 人が三酸化二アンチモンに陽性反応を

示し、そのうち 1 人は皮膚炎患者であった 26) 。 

 

エ）旧ユーゴスラビアのアンチモン製錬工場に 9～31 年間勤務し、専ら精錬工としての作業

に従事し、じん肺に罹患した男性労働者 51 人の調査では、アンチモン酸化物曝露の特徴で

あるオレンジ色の着色は前歯にみられなかったが、31 人に色素沈着と小水疱性あるいは嚢

胞性発疹を特徴とした「アンチモン皮膚炎」がみられ、夏場の暑い時期や溶鉱炉そばの暑

い場所での作業時に発症することが多かった。しかし、胸部 X 線検査や臨床所見、肺機能

検査の結果には特徴がなく、他のじん肺と同様の結果であったことから、アンチモンとじ

ん肺との関連は不明であった 27) 。 

 

オ）旧ソ連のアンチモン冶金工場で働く女性労働者 318 人、対照群 115 人を対象にして 1962

～1964 年に実施した調査では、月経周期の異常が曝露群の 61.2％、対照群の 35.7％、自然

流産が曝露群の 12.5％、対照群の 4.1％、未熟児出産が曝露群の 3.4％、対照群の 1.2％にみ

られ、新生児の体重は両群でほぼ同じであっても、その後の体重増加の遅延が曝露群でみ

られた。曝露群の血液からは対照群の 12～16 倍のアンチモンが検出され、曝露群の労働者

では母乳や羊水、胎盤、臍帯血からもアンチモンが検出された 28) 。このため、著者はアン

チモンによる影響と結論したが、不明な点が多く、信頼性は低いと考えられた。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2

に示すとおりである。 
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表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 

WHO IARC (1989) 2B 
 
3 

三酸化二アンチモン：ヒトに対して発がん性があるか

もしれない 
三硫化二アンチモン：ヒトに対する発がん性について

は分類できない 

EU EU (2008) 2 三酸化二アンチモン：ヒトに対して発がん性であると

みなされるべき物質 

 EPA －  

USA ACGIH (1975) A2 三酸化二アンチモン製造：ヒト発がん物質の疑いあり

 NTP － 

日本 日本産業衛生学会 

(1991) 

第 2
群 B

三酸化二アンチモン：ヒトに対しておそらく発がん性

があると判断できる物質のうち、証拠が比較的十分で

ない物質 

ドイツ DFG (2005) 2 ヒトに対して発がん性があると考えられる物質 
 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、三酸化二アンチモンは代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらず

ネズミチフス菌 29,30) 、大腸菌 30) 、マウスリンパ腫細胞（L5178Y）30) で遺伝子突然変異を

誘発しなかったが、S9 無添加の枯草菌で DNA 傷害 29, 31) 、チャイニーズハムスター肺細胞

（V79）29) 、ヒト末梢血リンパ球 32) で姉妹染色分体交換を誘発し、S9 添加の有無にかかわ

らずヒト末梢血リンパ球で染色体異常を誘発した 30) 。 

三塩化アンチモンは S9 添加の有無にかかわらずネズミチフス菌 29, 33) で遺伝子突然変異

を誘発しなかったが、S9 無添加の枯草菌で DNA 傷害 29, 31) 、チャイニーズハムスター肺細

胞（V79）29) 、ヒト末梢血リンパ球 32) で姉妹染色分体交換を誘発し、チャイニーズハムス

ター肺細胞（V79）34) 、チャイニーズハムスター卵巣細胞（CHO-K1）35) 、ヒト気管支上皮

細胞（BES-6）35) 、ヒト線維芽細胞 35) 、ヒト末梢血リンパ球 36) で小核を誘発した。大腸

菌で DNA 傷害を誘発しなかったが 37) 、ヒト末梢血リンパ球で DNA 傷害を誘発した 36) 。 

五酸化二アンチモン 29) 、五塩化アンチモン 29) 、酒石酸アンチモンカリウム 38) は S9 添

加の有無にかかわらずネズミチフス菌で遺伝子突然変異を誘発しなかった。 

in vivo 試験系では、三酸化二アンチモンは経口投与したマウスの骨髄細胞で染色体異常

を誘発したが 39) 、小核を誘発しなかった 30) 。経口投与したラットの肝臓で不定期 DNA 合

成を誘発しなかった 30) 。吸入曝露したラットの末梢血赤血球で小核を誘発しなかったが、

マウスでは小核を誘発し、ラットの肺細胞、白血球、マウスの白血球で DNA 傷害を誘発し

なかったが、マウスの肺細胞で DNA 傷害を誘発した 21) 。三酸化二アンチモンに職業曝露

した労働者の末梢血リンパ球で小核、姉妹染色分体交換の誘発はみられなかったが、酸化

的 DNA 傷害の誘発を認め、アンチモンの遺伝子傷害性における酸化的 DNA 傷害の関与が

示唆された 40) 。 
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○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Long-Evans ラット及び CD マウス雌雄各 51～59 匹を 1 群とし、0、0.0005％の濃度で酒

石酸アンチモンカリウムを飲水に添加して生涯にわたって投与した結果、ラット及びマウ

スの雌雄で腫瘍の発生率に有意な増加はなかった 18, 19) 。 

Fischer 344 ラット雌 49～51 匹を 1 群とし、0、1.6、4.2 mg Sb/m3（粒径 0.4～0.44 µm）の

三酸化二アンチモンを 1 年間（6 時間/日、5 日/週）吸入させ、その後 1 年間飼育した結果、

4.2 mg Sb/m3群で細気管支/肺胞腫瘍（硬癌、腺腫、扁平上皮癌）の発生率に有意な増加を

認めたが、その他の組織では腫瘍の発生率に有意差はなかったとした報告があった 20) 。 

Wistar ラット雌雄各 90 匹を 1 群とし、0、45 mg/m3（MMAD 2.80 µm）の三酸化二アンチ

モン、36～40 mg/m3（MMAD 4.78 µm）のアンチモン鉱石（主に三硫化二アンチモン）を

52 週間（7 時間/日、5 日/週）吸入させ、その後 20 週間飼育した結果、三酸化二アンチモ

ン曝露群の雌、アンチモン鉱石曝露群の雌で肺腫瘍の発生率に有意な増加を認めた。雄で

はいずれの群にも肺腫瘍の発生はなく、肺を除く組織では雌雄ともに腫瘍の発生率に有意

な増加はなかった。なお、不純物として含まれるヒ素の影響が懸念されたことから、ヒ素

の体内濃度を測定した結果、12 ヶ月後の血液中ヒ素濃度は各群の雌で有意に高かった 41) 。 

Fischer 344 ラット雌雄各 65 匹を 1 群とし、0、0.06、0.51、4.50 mg/m3（MMAD 3.8～4.6 µm）

の三酸化二アンチモンを 52 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、腫瘍の発生率に増

加はなかった 3) 。 

Wistar Han ラット雌雄各 60 匹を 1 群とし、0、3、10、30 mg/m3（MMAD 0.9～1.5 µm）

の三酸化二アンチモンを 105 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、30 mg/m3群の雄

で良性の褐色細胞腫、雌で良性の褐色細胞腫、良性＋悪性の褐色細胞腫の発生率に有意な

増加を認め、10 mg/m3以上の群の雌雄で細気管支/肺胞腺腫、雄で細気管支/肺胞の腺腫＋癌

の発生率に増加がみられた。また、30 mg/m3 群の雌 3/50 匹の肺にみられた嚢胞性角化上皮

腫又は扁平上皮癌は自然発生率（0％）を上回っていた 21) 。 

B6C3F1マウス雌雄各 60 匹を 1 群とし、0、3、10、30 mg/m3（MMAD 0.9～1.5 µm）の三

酸化二アンチモンを 105 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、3 mg/m3以上の群の雌

雄の肺で細気管支/肺胞の癌、腺腫＋癌、雌で細気管支/肺胞腺腫、悪性リンパ腫の発生率に

有意な増加を認めた。また、30 mg/m3群の雄の皮膚で線維性組織球腫、線維性組織球腫＋

線維肉腫の発生率に有意な増加を認め、雌 2/50 匹にみられた扁平上皮癌は自然発生率（0％）

を上回っていた 21) 。 

これらの結果から、NTP（2016）は Wistar Han ラットの雌雄で幾つかの発がん性の証拠

があり、B6C3F1マウスの雌雄で明らかな発がん性の証拠があったとしている 21)。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

旧ユーゴスラビアのアンチモン製錬工場に 9～31 年間勤務し、専ら精錬工としての作業

に従事し、じん肺に罹患した男性労働者 51 人の調査では、がんの発生率が増加したという

データはなかった 27) 。 

スウェーデンのアンチモン製錬工場の労働者で 1976 年から 1978 年に死亡した 40 人（平

均年齢 66.6 歳、悪性腫瘍 15 人、循環器疾患 17 人、その他 8 人）、工場から約 50 km 離れ
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た対照地方の死亡者 11 人（平均年齢 67.5 歳、心筋梗塞 7 人、脳出血 3 人、器質性大動脈疾

患 1 人）について体内のアンチモン濃度を調べた結果、労働者の肺のアンチモン濃度は対

照群の 12 倍と有意に高く、退職後の経過年数に応じて濃度が低下する傾向はなかった。肺

がんで死亡した労働者は 6 人であったが、他の悪性腫瘍や循環器疾患、その他の死因で死

亡した労働者との間で、肺のアンチモン濃度に有意差はなかった。肝臓、腎臓のアンチモ

ン濃度については、労働者群と対照群で差はなかった 42) 。 

イギリスのアンチモン製錬工場に 1961 年 1 月 1 日時点で勤務していた男性労働者 1,420

人を対象にした死因調査では、1992 年末までに 357 人が死亡していた。労働者をアンチモ

ン部門、ジルコン砂部門、メンテナンス部門、その他の部門に分け、工場のある地域の男

性人口からがんの期待値を求めると、アンチモン部門で肺がん、メンテナンス部門で全が

ん、肺がん、肺・胃以外のがんの観察値は有意に高かった。また、肺がんの観察値は 1961

年以前に雇用されたアンチモン部門、メンテナンス部門の労働者で有意に高く、アンチモ

ン部門の労働者では最初の曝露から肺がんによる死亡までに最低20年の潜伏期間が認めら

れたが、勤続年数と肺がん死亡との間には関連は認められなかった。なお、労働者は他に

も多くの化学物質に曝露されているために、この増加をもたらした化学物質を特定できな

かった 43) 。 

テキサス州のアンチモン製錬工場で 1937 年から 1971 年の間に 3 ヶ月以上雇用された男

性労働者 1,014 人を対象とした調査では、同州の男性人口から求めた肺がんの標準化死亡比

（SMR）は 1.39（90% CI: 1.01～1.88）と有意に高く、雇用期間が長くなると、SMR は高く

なる傾向がみられた。しかし、交絡因子の影響が懸念されることや適切な対照群が得られ

ていないことから、結論できないとされている 44) 。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られている。発

がん性については動物実験で発がん性を示唆する結果が得られているものの、ヒトでの知見

は十分でなく、ヒトに対する発がん性の有無については判断できない。このため、閾値の存

在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基づき無毒性量等を設定する

こととする。 

経口曝露については、中・長期毒性エ）に示した酒石酸アンチモンカリウム投与のラット

の試験から得られた NOAEL 6.0 mg Sb/kg/day（体重増加の抑制）を慢性曝露への補正が必要

なことから 10 で除した 0.60 mg Sb/kg/day が信頼性のある最も低用量の知見と判断し、これを

無毒性量等に設定する。 

吸入曝露については、NTP の中間報告（2016 年 12 月時点）であるが、中・長期毒性コ）

に示した三酸化二アンチモン曝露のラットの試験及び中・長期毒性サ）に示した三酸化二ア

ンチモン曝露のマウスの試験から得られた LOAEL 0.45 mg Sb/m3（体重増加の抑制、肺の重量

増加、炎症など）を LOAEL であることから 10 で除した 0.045 mg Sb/m3が信頼性のある最も

低濃度の知見と判断し、これを無毒性量等に設定する。なお、三酸化二アンチモンについて

は、吸入曝露の発がん性試験によって複数の動物種で発がん性の証拠が得られており、IARC
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は「2B」に分類していることから、吸入曝露した三酸化二アンチモンのリスク評価に当たっ

ては発がん性の考慮が必要と考えられた。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

     表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測最大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 

飲料水 
・食物 

0.058 µg Sb/kg/day 以上

0.60 µg Sb/kg/day 未満
0.28 µg Sb/kg/day 

0.60 mg Sb/kg/day ラット 
210 

公共用水域・

淡水・食物 
0.058 µg Sb/kg/day 以上

0.4 µg Sb/kg/day 未満 
6.1 µg Sb/kg/day 9.8 

 

経口曝露については、飲料水と食物を摂取すると仮定した場合、平均曝露量は 0.058 µg 

Sb/kg/day 以上 0.60 µg Sb/kg/day 未満、予測最大曝露量は 0.28 µg Sb/kg/day であった。無毒性

量等 0.60 mg Sb/kg/day と予測最大曝露量から、動物実験結果より設定された知見であるため

に 10 で除して求めた MOE（Margin of Exposure）は 210 となる。また、公共用水域・淡水と

食物を摂取すると仮定した場合、平均曝露量は 0.058 µg Sb/kg/day 以上 0.4 µg Sb/kg/day 未満、

予測最大曝露量は 6.1 µg/kg/day であり、MOE は 9.8 となる。MOE の算出に用いた予測最大

曝露量は、ほぼ公共用水域・淡水が寄与（98%程度）していたが、アンチモンは公共用水域

及び地下水における水質汚濁に係る要監視項目（指針値：20 µg Sb/L 以下）として指針値が

設定されており、公共用水域等の監視が既に実施されている。指針値設定以降の公共用水域・

淡水の測定結果（平成 16～26 年度）45～55) をみると、指針値超過率は 1％以下の低い水準で推

移しているものの、広範囲に検出がみられる。地下水については、平成 19 年度以降、指針値

超過はみられない 56～66) 。一方、化管法に基づく平成 26 年度の公共用水域・淡水への届出排

出量をもとに推定した高排出事業所の排出先河川中濃度から算出した最大曝露量は 0.52 

µg/kg/day であったが、参考としてこれから算出した MOE は 120 となる。 

従って、本物質の経口曝露については、飲料水や地下水の濃度は指針値を満足しているも

のの、公共用水域・淡水と食物を摂取すると仮定した場合の MOE は 10 を下回ることから、

公共用水域・淡水については検出状況の推移を見守りつつ、健康リスクの評価に向けて経口

曝露の情報収集等を行う必要性があると考えられる。 
 
        表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 0.00071 µg Sb/m3程度 0.0057 µg Sb/m3程度 

0.045 mg Sb/m3 
ラット 
マウス 

160 

室内空気 － － － 
 

吸入曝露については、一般環境大気中の濃度についてみると、平均曝露濃度は 0.00071 µg 

Sb/m3程度、予測最大曝露濃度は 0.0057 µg Sb/m3程度であった。無毒性量等 0.045 mg Sb/m3

と予測最大曝露濃度から、三酸化二アンチモン曝露の動物実験結果より設定された知見であ

るために 10 で除し、さらに発がん性を考慮して 5 で除して求めた MOE は 160 となる。一方、

化管法に基づく平成26年度の大気への届出排出量をもとに推定した高排出事業所近傍の大気

中濃度（年平均値）の最大値は 0.11 µg Sb/m3であったが、参考としてこれから算出した MOE

は 8 となる。 



1 アンチモン及びその化合物 

 27

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

従って、本物質の一般環境大気の吸入曝露については、健康リスクの評価に向けて吸入曝

露の情報収集等を行う必要性があると考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を、3 価及び 5 価のアンチモンについて行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性を確

認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他の生物）ごとに整理すると、3 価アンチモ

ンは表 4.1.1、5 価アンチモンは表 4.1.2 のとおりとなった。 

 
表 4.1.1 水生生物に対する毒性値の概要 

【3価アンチモン】 

生物群 
急

性 
慢

性 
毒性値

[µg Sb/L] 

硬度 
[mg/L] 
／塩分 

生物名 生物分類／和名
エンドポイント

／影響内容 
曝露期間 
［日］

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献No. 
被験 
物質 

藻 類  ○ 200  ― 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC  GRO 4 D C 1)-9607 Sb2O3

  ○ 396 24 
Pseudokirchnerella 
subcapitata 

緑藻類 
NOEC 
GRO (RATE)

3 D C 4)-2 Sb2O3 

 ○  730  ― 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 EC50   GRO 3 D C 1)-9607 Sb2O3

  ○ 2,110  36～54 
Pseudokirchnerella 
subcapitata 緑藻類 

NOEC 
GRO (RATE)

3 B B 4)-1 SbCl3 

 ○  >2,400 24 
Pseudokirchnerella 
subcapitata 

緑藻類 
EC50 

GRO (RATE)
3 D C 4)-2 Sb2O3 

  ○ 4,150  ― 
Skeletonema 
costatum 

珪藻類 NOEC  GRO 4 D C 1)-83925 Sb2O3

 ○  >4,150  ― 
Skeletonema 
costatum 珪藻類 EC50  GRO 4 D C 1)-83925 Sb2O3

 ○  7,900 塩分36 Isochrysis galbana 
コッコリサス

藻類 
IC50    
GRO (AUG) 

3 B B 1)-102702 Sb2O3

 ○  10,800  塩分36 Synechococcus sp. 藍藻類 
IC50    
GRO (AUG) 

3 B B 1)-102702 Sb2O3

 ○  15,100  塩分36 Prasinococcus sp. 
プラシノコッ

クス属 
IC50    
GRO (AUG) 

3 B B 1)-102702 Sb2O3

 ○  24,200  塩分36 
Tetraselmis 
tetrathele 

クロロデンド

ロン藻類 
IC50    
GRO (AUG) 

3 C C 1)-102702 Sb2O3

 ○  >36,600 36～54 
Pseudokirchnerella 
subcapitata 

緑藻類 
EC50 

GRO (RATE)
3 B B 4)-1 SbCl3 

甲殻類 ○  1,635 38～45 
Macrobrachium 
nipponense テナガエビ LC50  MOR 4 D C 1)-157895 SbCl3 

 
 ○ 1,740 231～250 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B B 4)-3 SbCl3 

 

○  1,963  38～45 
Macrobrachium 
nipponense 

テナガエビ LC50  MOR 4 D C 3)-2015143 SbCl3 
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生物群 
急

性 
慢

性 
毒性値

[µg Sb/L] 

硬度 
[mg/L] 
／塩分 

生物名 生物分類／和名
エンドポイント

／影響内容 
曝露期間 
［日］

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献No. 
被験 
物質 

甲殻類 ○  2,510  250 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 B B 3)-2015142 Sb2O3

 

○  4,100  45 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 B B 3)-2015144 SbCl3 

魚 類  ○ >7.5 28～40 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー（胚）

NOEC  
GRO / MOR 

33 - 35
(～孵化後 

30日) 
B C 1)-10427 Sb2O3

   580 195 
Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50  MOR 
28 

(～孵化後 
4日) 

A ― 1)-5305 SbCl3 

   3,600 ― 
Oreochromis 
mossambicus カワスズメ 

NOEC 
GRO/BCM 

16 B ― 1)-19302 SbCl3 

 

○  9,000 20 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
TLm  MOR 4 C C 1)-2042 SbCl3 

   11,300 195 Carassius auratus キンギョ LC50  MOR 
7 

(～孵化後 
4日) 

A ― 1)-5305 SbCl3 

 

○  12,400 塩分33.7 Pagrus major マダイ LC50  MOR 4 B B 1)-61468 SbCl3 

 

○  14,050 38～45 Cyprinus carpio コイ LC50  MOR 4 B B 1)-98033 SbCl3 

 

○  14,400 48.5 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50  MOR 4 B B 1)-61178 SbCl3 

 

○  17,000 400 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
TLm  MOR 4 C C 1)-2042 SbCl3 

その他   300 195 
Gastrophryne 
carolinensis 

ジムグリガエ

ル科（胚） 
LC50  MOR 

7 
(～孵化後 

4日) 
B ― 1)-5305 SbCl3 

 ○  1,770 85～103 
Chlorohydra 
viridissima 

クロロヒドラ

属 
LC50  MOR 4 B B 4)-4 SbCl3 

 ○  1,950 85～103 Hydra oligactis ヒドラ属 LC50  MOR 4 B B 4)-5 SbCl3 

 ○  4,100 85～103 Chironomus dilutus ユスリカ属 LC50  MOR 4 B B 4)-6 SbCl3 

 

○  6,000 不明 
Tetrahymena 
pyriformis 

テトラヒメナ

属 
IC50  POP 

36時間

（MT法） 
A A 1)-16142 SbCl3 

 
 ○ 12,500 60.5 Lemna minor コウキクサ NOEC  GRO 4 D C 1)-61178 SbCl3 

 

○  16,000 不明 
Tetrahymena 
pyriformis 

テトラヒメナ

属 
IC50  POP 

9時間 
（FT法）

A A 1)-16142 SbCl3 

 

○  >20,000 不明 
Caenorhabditis 
elegans 

カンセンチュ

ウ科 
LC50  MOR 4 A B 1)-3437 SbCl3 

急性／慢性：○印は該当する毒性値 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
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A：試験は信頼できる、B：試験はある程度信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可、 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値はある程度採用できる、C：毒性値は採用できない、 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 

EC50（Median Effective Concentration）：半数影響濃度、LC50（Median Lethal Concentration）：半数致死濃度、 

IC50（Median Inhibition Concentration）：半数阻害濃度、NOEC（No Observed Effect Concentration）：無影響濃度、 

TLm（Median Tolerance Limit）：半数生存限界濃度 

影響内容 

GRO（Growth）：生長（植物）又は成長（動物）、IMM（Immobilization）：遊泳阻害、MOR（Mortality）：死亡、 

REP（Reproduction）：繁殖、再生産、POP（Population Change）：個体群の変化（増殖）、 

BCM（Biochemical Effect）：生化学的影響 

毒性値の算出方法 

AUG (Area Under Growth Curve)：生長曲線下の面積により求める方法（面積法） 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

（ ）内：試験条件 

MT 法（Microplate technique) ：試験容器にマイクロプレートを用いた方法 

FT 法（Flask technique) ：試験容器にフラスコを用いた方法 
 

 

3 価アンチモンについて、評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒

性値及び慢性毒性値のそれぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のた

めに採用した。その知見の概要は以下のとおりである。 

 

1）藻 類 

Satohら1)-102702は、コッコリサス藻類Isochrysis galbanaの生長阻害試験を実施した。被験物質

には三酸化二アンチモン (III) が用いられた。設定試験濃度は0（対照区）、0.78、1.56、3.13、

6.25、12.5、25.0、50.0、100 mg Sb/L（公比 2）であった。試験用水にはダイゴIMK培地（塩分

36）が用いられた。面積法による72時間半数生長阻害濃度 (IC50) は、設定濃度に基づき7,900 µg 

Sb/Lであった。 

また、OECD テストガイドライン No.201 及び ISO の試験方法 (ISO 8692, 2002) に準拠して、

緑藻類 Pseudokirchneriella subcapitata の生長阻害試験が実施された 4)-1。被験物質には、三塩化

アンチモン (III) が用いられた。設定試験濃度は 0（対照区）、1.0、1.8、3.2、5.6、10、18、32 

mg/L（公比 約 1.8）であった。被験物質の初期実測濃度は、<0.001（対照区）、1.22、2.11、4.00、

6.73、12.2、21.9、36.6 mg Sb/L であった。速度法による 72 時間無影響濃度 (NOEC) は、初期

実測濃度に基づき 2,110 µg Sb/L であった。 

 

2）甲殻類 

Waaijers ら 1)-2015142 は OECD テストガイドライン No.202 (2004) に準拠して、オオミジンコ

Daphnia magna の急性遊泳阻害試験を実施した。被験物質には三酸化二アンチモン (III) が用い

られた。試験は止水式で行われ、設定試験濃度区は対照区及び 4 濃度区であった。試験用水に

は、硬度約 250 mg/L (CaCO3換算) の ISO 培地が用いられた。被験物質の実測濃度（対照区以外）

は、0.85、2.15、3.02、3.16 mg/L であった。遊泳阻害に関する 48 時間半数影響濃度 (EC50) は、

実測濃度に基づき 2,510 µg Sb/L であった。 

また、OECD テストガイドライン No.211 に準拠して、オオミジンコ Daphnia magna の繁殖試

験が実施された 4)-4。被験物質には三塩化アンチモン (III) が用いられた。試験は半止水式（週 3
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回換水）で行われ、設定試験濃度は 0（対照区）、56、100、180、320、560、1,000、1,800、3,200、

5,600、10,000 µg Sb/L（公比約 1.8）であった。試験溶液の調製の際、1N 塩酸を用いて pH7.3 に

調整した。試験用水には、硬度 231～250 mg/L (CaCO3換算) の ISO 培地が用いられた。被験物

質の初期実測濃度は、<2（対照区）、46.4、90.5、166、300、561、948、1,708、2,990、5,580 

µgSb/L であった。繁殖阻害（繁殖率）に関する 21 日間無影響濃度 (NOEC) は、初期実測濃度

に基づき 1,740 µg Sb/L であった。 

 

3）魚 類 

Takayanagi1)- 61468は、米国 ASTM の試験方法 (E729-96,1998) に準拠して、マダイ Pagrus major

の急性毒性試験を実施した。被験物質には三塩化アンチモン (III) が用いられた。試験は止水式

で行われ、設定試験濃度の範囲は 7.8～25.7 mg Sb/L であった。試験用水には、活性炭処理した

塩分 33.7 の濾過海水が用いられた。96 時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき 12,400 µg 

Sb/L であった。 

 

4）その他の生物 

クロロヒドラ属Chlorohydra viridissimaの急性毒性試験が実施された4)-4。試験は止水式で行わ

れ、被験物質には三塩化アンチモン (III) が用いられた。設定試験濃度は0（対照区）、0.5、1.0、

2.5、5.0、6.25 mg Sb/L（公比1.25～2.5）であり、試験溶液の硬度は83～103 mg/L (CaCO3換算) で

あった。被験物質の実測濃度は0（対照区）、1.11、1.50、2.54、4.59、5.39 mg Sb/Lであった。

96時間半数致死濃度 (LC50) は、実測濃度に基づき1,770 µg Sb/Lであった。 

 

 
表 4.1.2 水生生物に対する毒性値の概要 

【5価アンチモン】 

生物群 
急

性 
慢

性 
毒性値 

[µg Sb/L] 

硬度 
[mg/L]
／塩分 

生物名 生物分類／和名
エンドポイント

／影響内容 
曝露期間

［日］

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献No. 被験物質

藻 類  ○ 111,000*1 24 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 

NOEC 
GRO (RATE)

3 A A 2) K[Sb(OH)6]

 ○  >111,000*1 24 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
EC50 
GRO (RATE)

3 A A 2) K[Sb(OH)6]

甲殻類  ○ 29,300 60～70 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 A A 2) K[Sb(OH)6]

 ○  >110,000*1 50 Daphnia magna オオミジンコ EC50  IMM 2 A A 2) K[Sb(OH)6]

 ○  >231,000 286 Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 1 B B 1)-5718 K[Sb(OH)6]

魚 類 ○  930 塩分33.7 Pagrus major マダイ LC50  MOR 4 B B 1)-61468 SbCl5 

 ○  6,900 塩分33.7 Pagrus major マダイ LC50  MOR 4 B B 1)-61468 K[Sb(OH)6]
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生物群 
急

性 
慢

性 
毒性値 

[µg Sb/L] 

硬度 
[mg/L]
／塩分 

生物名 生物分類／和名
エンドポイント

／影響内容 
曝露期間

［日］

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献No. 被験物質

魚 類 ○  >111,000*1 70 Oryzias latipes メダカ LC50  MOR 4 B B 2) K[Sb(OH)6]

その他 ○  >219,000 230 Lemna minor コウキクサ 
EC50 
GRO (RATE)

7 A A 1)-152265 K[Sb(OH)6]

急性／慢性：○印は該当する毒性値 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験はある程度信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可、 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値はある程度採用できる、C：毒性値は採用できない、 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 

EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、 

NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 

影響内容 

GRO (Growth)：生長（植物）、IMM（Immobilization）：遊泳阻害、MOR（Mortality）：死亡、 

REP (Reproduction)：繁殖、再生産 

毒性値の算出方法 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

*1 限度試験（毒性値を求めるのではなく、定められた濃度において影響の有無を調べる試験）により得られた値 

 

 

5 価アンチモンについて、評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒

性値及び慢性毒性値のそれぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のた

めに採用した。その知見の概要は以下のとおりである。 

 

1）藻 類 

環境省 2)は「新規化学物質等に係る試験の方法について（化審法テストガイドライン）」(2006) 

に準拠して、緑藻類Pseudokirchneriella subcapitataの生長阻害試験を実施した。被験物質にはヘ

キサヒドロキソアンチモン (V) 酸カリウムが用いられた。設定試験濃度は 0（対照区）、30、

70、100 mg Sb/L（限度試験）であった。被験物質の実測濃度（試験開始時及び終了時の算術平

均値）は、0.00240（対照区）、32.5、77.0、111 mg Sb/L であり、試験開始時及び終了時におい

て、それぞれ設定濃度の 109～113%及び 108～110%であった。毒性値の算出には実測濃度が用

いられた。濃度区においても対照区と同様に生長阻害は見られず、速度法による 72 時間半数影

響濃度 (EC50) は 111,000 µg Sb/L超、72時間無影響濃度 (NOEC) は 111,000 µg Sb/Lとされた。 

 

2）甲殻類 

環境省 2)は「新規化学物質等に係る試験の方法について（化審法テストガイドライン）」(2006) 

に準拠して、オオミジンコ Daphnia magna の急性遊泳阻害試験を実施した。被験物質にはヘキ

サヒドロキソアンチモン (V) 酸カリウムが用いられた。試験は止水式（密閉容器使用）で行わ
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れ、設定試験濃度は 0（対照区）、100 mgSb/L（限度試験）であった。試験用水には、硬度 50 mg/L 

(CaCO3 換算) の脱塩素水道水が用いられた。被験物質の実測濃度（試験開始時及び終了時の算

術平均値）は、0.0227（対照区）、110 mg Sb/L であり、試験開始時及び終了時において、それぞ

れ設定濃度の 109%及び 110%であった。濃度区においても対照区と同様に遊泳阻害は見られず、

48 時間半数影響濃度 (EC50) は、実測濃度に基づき 110,000 µg Sb/L 超とされた。 

また、環境省 2)は OECD テストガイドライン No.211 (2008) に準拠して、オオミジンコ Daphnia 

magna の繁殖試験を実施した。被験物質にはヘキサヒドロキソアンチモン (V) 酸カリウムが用

いられた。試験は半止水式 (48 又は 72 時間毎に換水) で行われ、設定試験濃度は 0（対照区）、

6.25、12.5、25.0、50.0 mg Sb/L（公比 2.0）であった。試験用水には、硬度 59 mg/L (CaCO3換算) 

の脱塩素水道水が用いられた。被験物質の実測濃度（時間加重平均値）は 0.00047（対照区）、

7.50、14.4、29.3、59.6、120 mg Sb/L であり、0、9、18 日後の換水時及び 2、11、21 日後の換水

前において、それぞれ設定濃度の 109～120%及び 115～123%であった。繁殖阻害（累積産仔数）

に関する 21 日間無影響濃度 (NOEC) は、実測濃度に基づき 29,300 µg Sb/L であった。 

 

3）魚 類 

Takayanagi1)-61468は、米国 ASTM の試験方法 (E729-96, 1998) に準拠して、マダイ Pagrus major

の急性毒性試験を実施した。被験物質には五塩化アンチモン (V) が用いられた。試験は止水式

で行われ、設定試験濃度の範囲は 0.40～1.06 mg Sb/L であった。試験用水には、活性炭処理した

塩分 33.7 の濾過海水が用いられた。96 時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき 930 µg 

Sb/L であった。 

 

4）その他の生物 

Duesterら1)-152265は、国際標準化機構の試験方法 (ISO 20079) に準拠し、コウキクサLemna minor

の生長阻害試験を実施した。被験物質としてヘキサヒドロキソアンチモン (V) 酸カリウムが用

いられた。試験は止水式で行われ、試験培地には改変Steinberg培地（硬度約230 mg/L、CaCO3

換算）が用いられた。最高濃度区においても影響は見られず、速度法による7日間半数影響濃度 

(EC50) は、実測濃度に基づき219,000 µg Sb/L超とされた。 

 

（2）予測無影響濃度（PNEC）の設定 

3 価アンチモンと 5 価アンチモンのそれぞれを対象として、急性毒性及び慢性毒性のそれぞ

れについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセスメント係数を適用し予測無影響

濃度 (PNEC) を求めた。 

 

【3価アンチモン】 

急性毒性値 

藻 類 Isochrysis galbana 72 時間 EC50（生長阻害） 7,900 µg Sb/L 

甲殻類 Daphnia magna 48 時間 EC50（遊泳阻害） 2,510 µg Sb/L 

魚 類 Pagrus major 96 時間 LC50  12,400 µg Sb/L 

その他 Chlorohydra viridissima 96 時間 LC50 1,770 µg Sb/L  
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アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼で

きる知見が得られたため］ 

これらの毒性値のうち、その他の生物を除いた最も小さい毒性値（甲殻類の 2,510 µg Sb/L）

をアセスメント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 25 µg Sb/L が得ら

れた。 

 

慢性毒性値 

藻 類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 NOEC（生長阻害） 2,110 µg Sb/L

甲殻類 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害） 1,740 µg Sb/L

アセスメント係数：100［2 生物群（藻類及び甲殻類）の信頼できる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうち、小さい方の値（甲殻類の 1,740 µg Sb/L）をアセスメント係数 100 で

除することにより、慢性毒性値に基づく PNEC 値 17 µg Sb/L が得られた。 

 

【5価アンチモン】 

急性毒性値 

藻 類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 EC50（生長阻害）  111,000 µg Sb/L 超

甲殻類 Daphnia magna 48 時間 EC50（遊泳阻害） 110,000 µg Sb/L 超

魚 類 Pagrus major 96 時間 LC50 930 µg Sb/L 

その他 Lemna minor 7 日間 EC50（生長阻害） 219,000 µg Sb/L 超

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼で

きる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうち、その他の生物を除いた最も小さい値（魚類の 930 µg Sb/L）をアセス

メント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 9.3 µg Sb/L が得られた。 

 

慢性毒性値 

藻 類 Pseudokirchneriella subcapitata 72 時間 NOEC（生長阻害） 111,000 µg Sb/L

甲殻類 Daphnia magna 21 日間 NOEC（繁殖阻害） 29,300 µg Sb/L

アセスメント係数：100［2 生物群（藻類及び甲殻類）の信頼できる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうち、小さい方（甲殻類の 29,300 µg Sb/L）をアセスメント係数 100 で除す

ることにより、慢性毒性値に基づく PNEC 値 290 µg Sb/L が得られた。 

 

したがって、本評価における PNEC としては、より生態影響が大きいと考えられる 5 価アン

チモンの 9.3 µg Sb/L を採用する。 
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（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度 (PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比

公共用水域・淡水 10 µg Sb/L 未満 (2014) 42 µg Sb/L (2013) 
9.3 

µg Sb/L 

5 

公共用水域・海水 5 µg Sb/L 未満程度 (2012) 0.8 µg Sb/L 程度 (2012) 0.08 

 注：1) 環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す  

      2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

 

 

 

 

 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域で 10 µg Sb/L 未満、海水域で

5 µg Sb/L 未満程度であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度 (PEC) は、淡

水域で 42 µg Sb/L、海水域で 0.8 µg Sb/L 程度であった。なお、得られた環境中濃度は化学形態

別ではなく、全アンチモンとしての濃度である。 

環境中のアンチモン濃度が全て 5 価のものであると仮定し、予測環境中濃度 (PEC) と予測

無影響濃度 (PNEC) の比を求めると、淡水域で 5、海水域で 0.08 となるため、本物質は詳細な

評価を行う候補であると考えられる。 

なお、PNEC の算出に用いた 5 価アンチモンでは、魚類の信頼できる毒性値が海産魚類のマ

ダイと淡水魚類のメダカで大きく異なっていることから、今後は水域別（淡水域と海水域等）

評価の実施等の検討を進める必要があると考えられる。 

 

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要 
ないと考えられる。 

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］
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